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■１．はじめに 

近年、介護のために仕事を辞めざるを得ない「介護離職」が、より身近に

なってきています。親族等を介護する必要性が高まることで、これまでと同

じように働き続けることが困難となり、やむを得ず離職してしまうこの問題

は、社員本人だけにとどまらず、人手不足が深刻化する社会全体に影響を与

える課題として、深刻さを増しています。厚生労働省が公表した令和５年雇

用動向調査の離職理由割合を見ると、介護・看護による離職率は全体の０.

９％であり、そのうち男性が０.４％、女性は１.３％で、男性の３倍以上と

なっており、年齢階級別では男女ともに５０代が最も多いため、女性管理職

拡大の取り組みにも影を落としかねません。介護離職を防止し、両立支援を

一歩進めた職場環境を整えるため、今年４月に育児・介護休業法の改正が施

行され、より実効性のある介護支援策が求められています。そこで今回は、

中小企業が現実的かつ持続可能な形で介護離職を防止するために、法改正の

要点をあらためて整理し、柔軟な働き方を実現するための対応策についてま

とめます。 

■２．改正で変わったこと 

２０２５年４月に施行された改正育児・介護休業法において、①介護に直

面した労働者が申し出をした場合の個別周知・意向確認、②介護に直面する

前の早い段階での情報提供、③両立に向けた雇用環境整備が、事業主に義務

付けられました。施行前の努力義務的な姿勢から、さらに実効性の高い内容

へと進化しています。この改正に際し、厚生労働省は、６月５日に行われた

「令和６年育児・介護休業法改正を踏まえた実務的な介護両立支援の具体化

に関する研究会（第３回）」において、介護離職防止に向けたポイントを示す

「実務的な支援ツール」のたたき台としてまとめた素案を公表しています。

このなかで、「介護離職防止の取組は、個人のキャリア継続だけでなく、持続

的な事業・組織運営におけるリスクマネジメントとしても重要」と明記さ

れ、まだ介護に関して、当事者意識を持っていない層にも、事前に情報提供
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や研修を行っておく必要性を説明する内容となっています。この素案にもふ

れながら、改正のポイントを振り返ってみましょう。 

（参考１）厚生労働省「企業による社員の仕事と介護の両立支援に向けた実務的な支

援ツール たたき台（案）」 https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001499198.pdf 

（１）労働者が申し出をした場合の個別周知・意向確認の義務化 

介護に直面した旨を申し出た従業員に対し、事業主は、介護休業制度や

介護両立支援制度の内容、その申出先、介護休業給付金等について個別に

周知し、利用の意向を確認することが義務付けられました。形式的に周知

を行うだけでなく、本人の希望や事情を把握し、実際に取得しやすい環境

整備を行うことが求められています。（図表 1）  

（図表 1）

 
出典：厚生労働省「育児・介護休業法 令和６年改正内容の解説」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf 

この解説資料には具体的な場面が想定されたＱ＆Ａも掲載されており、

例えば、申し出の方法は口頭でも可能としていますが、企業によって申出

書のフォーマットを用意するなど、申出方法を指定する場合は、その方法

について、あらかじめ明らかにするよう求めています。もちろん、申出方

法を複雑にすることによって労働者の負担が増え、結果的に制度の利用を

抑制するような方法は認められません。また、（参考１）とした厚生労働省

のたたき台(案)では、この周知・意向確認を「実際に介護リスクに直面し

た場合の離職防止に向けた最後の砦」と位置付け、労働者に対して情報を

届けやすい企業の取り組みの重要性を強く訴えています。 

（２）介護に直面する前の早い段階での情報提供 

（１）は、まさに介護に直面した労働者に対する義務でしたが、「介護に

直面する前の早い段階」というのは「４０歳」が目安とされています。将

来的に介護に直面したときに、どんな両立支援制度があるのか、事前に情

https://www.mhlw.go.jp/content/11909000/001499198.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf
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報を得ることができれば、いざという時にも慌てることなく離職以外の選

択肢を検討することができるでしょう。厚生労働省のたたき台(案)では

「当事者意識を持ちにくい層も含めて、介護リスクが高まる年齢で、一律

の情報提供を行うことにより、事前の意識啓発を行う。」と明記され、重視

されています。実際に情報提供を行うことが求められているのは、（図表

２）の「情報提供事項」のとおりです。 

（図表２）

  
出典：厚生労働省「育児・介護休業法 令和６年改正内容の解説」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf  

情報提供を行う方法についても、幅広く認められています。オンライン

面談も可能ですが、対面で行う場合と同程度の質が確保されることが必要

とされ、音声のみの通話は、オンライン面談の範囲外となっています。ま

た、「電子メール等」にはＳＮＳも含まれ、具体的にはＬＩＮＥ等で伝える

ことも可能とされています。連絡が取りやすく、確実に伝わる方法で、確

かな情報提供を進めることが求められています。 

（３）介護両立支援制度等を取得しやすい雇用環境整備の措置 

もう一つ、改正で義務化されたのが雇用環境整備の措置です。すでに義

務化されていた育児支援と同様に、今年４月の改正により介護支援制度に

も義務が課され、企業に求められる対応は育児・介護ともに足並みがそろ

ったといえます。（図表４）  

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf


2025 年改正で変わる！中小企業のための介護離職防止策 

５ 
 

（図表４）  

 

出典：厚生労働省「育児・介護休業 令和６年改正内容の解説」 

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf 

■３．制度の理解と情報提供・相談体制の整備 

これらの法改正に対応し、適切に対策を進めるためには、事業主および人

事労務担当者が制度の内容とその趣旨を正しく理解し、社内の体制を整える

ことが重要です。そもそも制度上の「対象家族」とは、配偶者、父母、子、

配偶者の父母、祖父母、兄弟姉妹、孫をいい、同居の有無は問われません。

誰を介護するのか、その状況はどうか、対応策は多岐にわたります。実際に

起きた事例として、介護を理由として不本意な離職をした人のなかには、介

護の大変さだけでなく、自身の生活環境の変化やキャリア設計への不安を抱

え、介護対象家族を虐待してしまうという悲しいケースも起きています。さ

らに、「周囲に打ち明けにくい」と感じる方が多いことも介護の特徴の一つで

す。企業としても、自社と社員双方の現状を踏まえ、どうすれば離職ではな

く両立を見通せるのか、柔軟さをもった本質的な対応を進めることが求めら

れます。 

まず、制度理解を進めるための第一歩として、研修実施が義務となってい

ます。少なくとも管理職は研修を受けたことがある状態とし、できれば全労

働者を対象として行うことが望ましいとされています。さらに、相談体制の

整備については、当然ながら、相談者のプライバシーが守られる必要があ

り、安心して相談ができる体制を整えましょう。メールアドレスやＵＲＬを

定めて相談窓口として周知する方法も可能とされています。 

法令順守のために形式だけを整えるのではなく、企業の強みを創造する視

点で取り組むことで、今後の採用や定着にも効果を発揮できる可能性があり

ます。対応が求められているこの機会を最大に活用し、人生のさまざまな段

階において、社員がそれぞれ異なる事情を抱えたとしても、離職させること

なく安心して働き続けられる柔軟な体制を整え、それを社内外へのＰＲに繋

https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/001407488.pdf
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げる意識で取り組んでみてはいかがでしょうか。 

■４．柔軟な働き方制度の導入・拡充 

育児分野では、２０２５年１０月から「柔軟な働き方を実現するための措

置等」の導入が新たな義務となりますが、介護分野ではまだ義務とはされて

いません。しかし、介護のニーズに対応するための自主的な制度として設け

ることを阻むものではもちろんなく、自社でできる取り組みを積極的に行う

ことは、将来的に介護が必要になるかもしれない全ての社員にとって、安心

感や選択肢を拡大する可能性が広がります。それぞれの企業の組織風土や実

情に合わせた自主的な取り組みを進めたいところです。その一例を挙げてみ

ます。 

▶ 勤務時間の柔軟化 

介護に関する送迎車両の時間等に合わせて勤務時間を柔軟に調整でき

れば、離職抑止に繋がることが期待できます。実際に、短時間勤務や時

差出勤制度、フレックスタイム制度等の効果的な活用も進んでいます。 

▶ テレワークの導入 

４月の法改正により、介護をする労働者がテレワークを選択できるよ

うにすることが企業の努力義務として追加されました。通勤時間を減ら

し、介護との両立を可能にするものですが、一方で、介護をしながら仕

事をすることは容易ではないことから、状況を丁寧に確認し、無理がな

いように進める視点も大切です。 

■５．外部サービス・公的支援の積極活用 

中小企業にとって、企業内だけで介護支援体制を整えることは容易ではあ

りません。また介護に直面する社員は、悩みや大変さをひとりで抱えやすい

傾向がありますが、自己犠牲を前提とするのではなく、適切に外部サービス

を活用し、自治体等の支援制度を積極的に取り入れる意識を高めていくこと

も重要です。支援策をまとめます。 

▶ 地域包括支援センター 

各市区町村における圏域ごとに設置されている総合相談窓口です。保

健師、社会福祉士、ケアマネージャー等に相談でき、いざというときに

まず相談できる身近な窓口となっています。厚生労働省が運営する「介

護サービス情報公開システム」では、全国２１万か所の介護サービス事

業所情報を検索・閲覧することが可能です。 

（参考）厚生労働省「介護サービス情報公開システム」 
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▶ ケアマネージャー（介護支援専門員）への相談 

地域包括支援センターから紹介を受けることもできる、介護関連の専

門資格者です。要介護者が安心して生活を送るために、どのような介護

サービスを、どのタイミングで、どれくらい利用するかを具体的に計画

書する「ケアプラン」の作成を行います。 

▶ 両立支援等助成金（介護離職防止支援コース） 

厚生労働省による助成制度で、労働者の円滑な介護休業の取得・職場

復帰に取り組み、労働者が介護休業を取得した場合や、介護両立支援制

度を利用した場合などに受給できる助成金です。（図表５） 

（図表５） 

 
出典：厚生労働省「２０２５（令和７）年度 両立支援等助成金のご案内」 

https://www.mhlw.go.jp/content/001472912.pdf 

■６．まとめ 

総務省「就業構造基本調査」によると、介護をしながら仕事をする労働者

数は約３６５万人にのぼることが明らかとなっています。団塊の世代が７５

歳以上となる２０２５年を迎え、私たちはより一層、本質的かつ実効力ある

対策を見通していかなければなりません。特に中小企業においては、限られ

https://www.kaigokensaku.mhlw.go.jp
https://www.mhlw.go.jp/content/001472912.pdf
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た経営資源のなかで、どのように社員の離職を防ぎ、両立支援を進めていく

かが重要な課題となります。介護の対象家族や、その状況も多岐にわたり、

簡単に解決できる問題ではありませんが、だからこそ、制度を正しく理解

し、本当に安心して相談ができるような相談窓口の整備を進め、柔軟な働き

方支援や自治体等の支援等を組み合わせることで、継続的な対策を行うこと

が、組織と社会の持続的な成長にも直結する重要な事業戦略の一環になると

考えます。さまざまな法改正に対応する負担は決して小さくはありません

が、この契機に、私たちがどんな姿勢で、どんな未来を見通し、生き残って

いくかは、私たちの手に委ねられています。人口減少時代において、社員も

事業も守ることのできる、変化に対応可能な企業として未来を見通していく

力を今こそ発揮するとき。社会全体で、私たち自身の課題という意識で、し

っかりと取り組んでまいりましょう。 
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